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当社では「岩手県内企業景況調査」を実施し、県内企業の業況等の現状判断や売上高等の実

績のほか、それらの先行きについてのアンケート結果からＢＳＩ（※）を算出した。

調査要領は以下のとおりである。

≪調査結果の要約≫
〇　県内企業における業況判断ＢＳＩの現状判断（2024年４月時点）は、前回調査（24年

１月、マイナス29.7）から1.1ポイント（以下、ｐ）低下のマイナス30.8と３期連続の悪
化となった。

〇　前回調査（１月）では、物価上昇が企業の収益面の重しとなっていることや需要の停
滞などから景況感が悪化した。今回調査については、同様の傾向が続くほか、円安の進
行や賃上げに伴う人件費の増加など更なるコストの上昇を背景とした収益の圧迫などか
ら景況感の悪化につながったものとみられる。

〇　今後３カ月間の先行きの業況判断ＢＳＩはマイナス35.1と現状から4.3ｐ悪化する見通
しである。

〇　雇用人員ＢＳＩの現状判断は前回（マイナス29.7）から2.4ｐ低下のマイナス32.1となっ
た。同ＢＳＩは、前回調査では９期（２年３カ月）ぶりのマイナス20台となったものの、
今回調査ではマイナス30台とマイナス幅が拡大し、再び人手不足感が強いものとなった。

〇　先行きの雇用人員ＢＳＩは現状から3.7ｐ低下のマイナス35.8と不足感がさらに強まる
見通しである。

〇　製造費用・販管費ＢＳＩ（プラス27.2）および仕入価格ＢＳＩ（プラス71.0）はそれ
ぞれプラス幅が縮小した。また、販売価格ＢＳＩ（プラス46.9）は上昇傾向が強まった。

〇　企業経営上の問題点については、「原材料・仕入価格の上昇」が61.1％と最も高い割合
となり、次いで「人件費の増加」が48.1％、「従業員の確保難」が43.8％などとなった。

〇　24年度に賃上げ（予定含む）を「実施する」割合は71.8％、「実施しない」が13.5％、「未
定」は14.7％となった。「実施する」は前年を下回ったものの７割以上を占めており、物
価の高騰や人手不足などを背景とした賃上げの動きが継続しているとみられる。

調査要領

１．調査内容
（１ ）県内企業の業況や雇用人員等の現状判断（2024年４月時点）と今後３カ月間の先行きに対する判断、

前年同期と比較した24年１～３月期の売上高等の実績と同年４～６月期の見通し
（２ ）経営上の問題点
（３ ）賃上げの状況
２．調査時期・方法

24年４月・Ｗｅｂ、郵送
３．調査対象企業

県内企業339社
４．回収状況
（１ ）回収率　47.8％（162社）
（２ ）回答企業数　製造業  52社

非製造業 110社 （建設業28、卸・小売業55、運輸・サービス業27）

※ＢＳＩ（Business Survey Index：景況判断指数）
企業の業績等に関する判断を指標化したもので、｢プラス（良い、過剰、増加、上昇等）｣ と回答した企業の割合
から、｢マイナス（悪い、不足、減少、低下等）｣ と回答した割合を差し引いた値

岩手県内企業景況調査
～２０２４年４月調査～
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１．業況判断

（１）現状判断
現状（2024年４月時

点）の業況を「良い」と

回答した県内企業の割

合は前回（24年１月）

調査比0.9ポイント（以

下、ｐ）増の9.3％となっ

たが、「悪い」も同2.0ｐ

増の40.1％となり、業

況判断ＢＳＩ（「良い」

−「悪い」）の現状判断は前回（マイナス29.7）から1.1ｐ低下のマイナス30.8と３期連続の悪化

となった（図表１、２）。
産業別にみると、製造業は同23.9ｐ低下のマイナス44.2と大幅な悪化となった一方、非製造

業は同10.2ｐ上昇のマイナス24.5と３業種全てで前回調査を上回り、特に建設業と運輸・サー

ビス業が大きく改善した。

前回調査（１月）では、物価上昇が企業の収益面の重しとなっていることや需要の停滞など

から景況感が悪化した。今回調査については、同様の傾向が続くほか、円安の進行や賃上げに

伴う人件費の増加など更なるコストの上昇を背景とした収益の圧迫などから景況感の悪化につ

ながったものとみられる。

（２）先行き
今後３カ月間の業況を「良い」とした割合は現状比3.7ｐ減の5.6％となった一方、「悪い」は同0.6ｐ

増の40.7％となり、先行きの業況判断ＢＳＩはマイナス35.1と現状から4.3ｐ悪化する見通しである。
図表２　業況判断ＢＳＩの推移（全産業）
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注　１．「悪い」の割合は下方向に表示している 
２．現状判断の長期時系列（2004年４月調査以降）は10ページ参考１を参照

図表１　業況判断ＢＳＩ
（「良い」−「悪い」・ポイント）

調査年月

産業（業種）

現　状　判　断 先行き

2024年
１月調査

24年
４月調査

今後
３カ月間（先行き）

全 産 業 △� 29.7 （△� 40.0） △� 30.8 ■ △� 35.1 ■

製 造 業 △� 20.3 （△� 35.1） △� 44.2 ■ △� 28.8 □

非 製 造 業 △� 34.7 （△� 42.5） △� 24.5 □ △� 38.2 ■

建 設 業 △� 54.6 （△�72.8） △� 28.6 □ △� 53.5 ■

卸 ・ 小 売 業 △� 27.8 （△�38.8） △� 27.3 □ △� 36.3 ■

運輸・サービス業 △� 32.0 （△�24.0） △� 14.8 □ △� 25.9 ■

「□」はＢＳＩの上昇、「■」は低下、「－」は横ばいを示す（以下同）
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産業別では、製造業は同15.4ｐ上昇のマイナス28.8と景況感が改善するとみられる。一方、

非製造業は同13.7ｐ低下のマイナス38.2と３業種全てで現状を下回り、特に建設業はマイナス

50台と厳しい見込みとなっている。

２．雇用人員

（１）現状判断
現状（2024年４月時

点）の雇用人員を「過

剰」と回答した割合は

前回調査比4.1ｐ減の4.3 

％、「不足」も同1.7ｐ減

の36.4％となり、雇用人

員ＢＳＩ（「過剰」−「不足」）の現状判断は前回（マイナス29.7）から2.4ｐ低下のマイナス32.1

となった（図表３、４）。同ＢＳＩは、22年以降は概ねマイナス30台で推移しており、前回調

査では９期（２年３カ月）ぶりのマイナス20台となったものの、今回調査ではマイナス30台と

マイナス幅が拡大し、再び人手不足感が強いものとなった。

産業別では製造業は同4.3ｐ低下のマイナス15.4と不足感が強まった。また、非製造業も同0.4

ｐ低下のマイナス40.0と卸・小売業および運輸・サービス業で不足感が弱まったものの建設業

でマイナス幅が拡大した。

（２）先行き
今後３カ月間の雇用人員を「過剰」とした割合は現状と同値の4.3％となった一方、「不足」

は現状比3.7ｐ増の40.1％となり、先行きの雇用人員ＢＳＩは現状から3.7ｐ低下のマイナス35.8

図表４　雇用人員ＢＳＩの推移（全産業）
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注　１．「悪い」の割合は下方向に表示している 
２．現状判断の長期時系列（2004年４月調査以降）は10ページ参考１を参照

図表３　雇用人員ＢＳＩ
（「過剰」−「不足」・ポイント）

調査年月

産業（業種）

現　状　判　断 先行き

2024年
１月調査

24年
４月調査

今後
３カ月間

全 産 業 △� 29.7 △� 32.1 ■ △� 35.8 ■

製 造 業 △� 11.1 △� 15.4 ■ △� 23.1 ■

非 製 造 業 △� 39.6 △� 40.0 ■ △� 41.8 ■

建 設 業 △� 13.7 △� 32.1 ■ △� 35.8 ■

卸 ・ 小 売 業 △� 42.6 △� 38.2 □ △� 38.2 −

運輸・サービス業 △� 56.0 △� 51.9 □ △� 55.6 ■
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と不足感がさらに強まる見通しである。

産業別では、製造業は同7.7ｐ低下のマイナス23.1となり、非製造業も同1.8ｐ低下のマイナス

41.8と卸・小売業では現状と同水準となるものの、建設業と運輸・サービス業で不足感が強ま

るとみられる。

３．企業収益（売上高、経常利益）

（１）売上高
①　実　績

2024年１～３月期の売上高ＢＳＩ（「増加」−「減少」）は23年10～12月期から8.7ｐ低下のマイ

ナス24.2と２期連続のマイナスとなった（図表５）。後述するように、販売価格は上昇している

ものの、需要の停滞などから売上げに結びついていない状況が窺われる。産業別では、製造業

はマイナス23.1（前期比12.0ｐ低下）と二桁台の低下となった。また、非製造業もマイナス24.7（同

6.9ｐ低下）と運輸・サービス業はプラス幅が拡大したほか建設業も改善の動きとなった一方、卸・

小売業で前期を大幅に下回り、全体では悪化の動きとなった。

②　先行き
24年４～６月期の売上高ＢＳＩはマイナス20.3と１～３月期を3.9ｐ上回る見通しである。産業別では、

製造業はマイナス15.4（同7.7ｐ上昇）と改善が見込まれるほか、非製造業もマイナス22.7（同2.0ｐ上

昇）と建設業と運輸・サービス業で悪化するものの、卸・小売業でマイナス幅が縮小するとみられる。

（２）経常利益
①　実　績

24年１～３月期の経常利益ＢＳＩ（「増加」−「減少」）はマイナス31.9と23年10～12月期（マ

イナス15.5）から16.4ｐ低下した（図表５）。同ＢＳＩは21年４～６月期以降売上高ＢＳＩを下

回って推移しており、23年10～12月期は両者の乖離幅がゼロとなったものの24年１～３月期は

再び乖離幅が拡大した（図表６）。本稿「５．経営上の問題点」にあるように、多くの企業が

図表５　売上高、経常利益ＢＳＩ
（「増加」−「減少」・ポイント）

期

産業（業種）

売上高ＢＳＩ 経常利益ＢＳＩ
実　　　績 先行き 実　　　績 先行き

2023年
10〜12月期

24年
１〜３月期

24年
４〜６月期

2023年
10〜12月期

24年
１〜３月期

24年
４〜６月期

全 産 業 △� 15.5 △� 24.2 ■ △� 20.3 □ △� 15.5 △� 31.9 ■ △� 31.5 □

製 造 業 △� 11.1 △� 23.1 ■ △� 15.4 □ △� 1.9 △� 27.4 ■ △� 23.1 □

非 製 造 業 △� 17.8 △� 24.7 ■ △� 22.7 □ △� 22.8 △� 33.9 ■ △� 35.5 ■

建 設 業 △� 54.6 △� 50.0 □ △� 53.6 ■ △� 54.5 △� 60.7 ■ △� 57.2 □

卸 ・ 小 売 業 △� 12.9 △� 27.7 ■ △� 18.1 □ △� 7.4 △� 25.9 ■ △� 27.3 ■

運輸・サービス業 4.0 7.4 □ 0.0 ■ △� 28.0 △� 22.3 □ △� 29.6 ■
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原材料などのコストの上昇のほか、人件費の増加などを経営上の問題点として挙げており、売

上げに加え、収益面も厳しい状況が示されている。

産業別では、製造業はマイナス27.4（同25.5ｐ低下）と大幅に前期を下回った。また、非製

造業もマイナス33.9（同11.1ｐ低下）と運輸・サービス業が改善の動きとなったものの、建設

業と卸・小売業でマイナス幅が拡大し、全体では二桁台の悪化となった。

②　先行き
24年４～６月期の経常利益ＢＳＩはマイナス31.5と１～３月期を0.4ｐ上回る見通しである

（前ページ図表５）。産業別では、製造業はマイナス23.1（同4.3ｐ上昇）とマイナス幅が縮小す

るとみられる。一方、非製造業はマイナス35.5（同1.6ｐ低下）と建設業で改善するものの、卸・

小売業および運輸・サービス業は前期を下回る予想となっている。

４．その他のＢＳＩ

（１）製品・商品在庫
製品・商品在庫ＢＳＩの現状判断はプラス3.4（前回調査比0.8ｐ低下）と過剰感が弱まった（以下、
次ページ図表７）。製造業がプラス7.7と過剰感が強まった一方、非製造業は0.0と過不足が拮抗した。

先行きの判断は0.0（現状比3.4ｐ低下）となった。製造業は過剰感が弱まる一方、非製造業

は不足感が強まるとみられる。

（２）生産・営業用設備
生産・営業用設備ＢＳＩの現状判断はマイナス9.3（前回調査比2.2ｐ低下）と不足感が強まった。

製造業で不足感が弱まったものの、非製造業でマイナス幅が拡大した。

先行きの判断はマイナス9.3（現状と同値）と横ばいで推移する見通しである。製造業で不足

感が強まる見込みである一方、非製造業でマイナス幅が縮小するとみられる。

図表６　売上高、経常利益ＢＳＩの推移（全産業）
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（３）資金繰り
資金繰りＢＳＩの現状判断はマイナス6.3（前回調査比5.3ｐ上昇）と改善の動きとなった。

製造業はマイナス13.7と悪化となった一方、非製造業がマイナス2.8と改善した。

先行きの判断はマイナス10.1（現状比3.8ｐ低下）と資金繰りが苦しくなる見通しである。製造

業はマイナス7.8と改善が見込まれるものの、非製造業はマイナス11.1と悪化の予想となっている。

（４）製造費用・販管費
2024年１～３月期の製造費用・販管費ＢＳＩはプラス27.2（前期比0.5ｐ低下）と４期連続で

低下した（以下、図表８）。非製造業がプラス31.0と上昇した一方、製造業はプラス19.2と前期

を下回った。

24年４～６月期の見通しはプラス31.5（同4.3ｐ上昇）となった。製造業がプラス23.1、非製

造業もプラス35.4といずれも上昇が見込まれる。

（５）販売価格
24年１～３月期の販売価格ＢＳＩはプラス46.9（同1.8ｐ上昇）と上昇傾向が強まった。製造

業はプラス38.5とプラス幅が縮小したものの、非製造業はプラス50.9と上昇した。

図表７　製品・商品在庫、生産・営業用設備、資金繰りＢＳＩ
（ポイント）

調査年月

産業（業種）

製品・商品在庫ＢＳＩ「過剰」－「不足」 生産・営業用設備ＢＳＩ「過剰」－「不足」 資金繰りＢＳＩ「楽」－「苦しい」

現状判断 先行き 現状判断 先行き 現状判断 先行き

2024年
１月調査

24年
４月調査

今後
３カ月間

2024年
１月調査

24年
４月調査

今後
３カ月間

2024年
１月調査

24年
４月調査

今後
３カ月間

全 産 業 4.2 3.4 ■ 0.0 ■ △� 7.1 △� 9.3 ■ △� 9.3 − △�11.6 △� 6.3 □ △�10.1 ■

製 造 業 5.6 7.7 □ 5.8 ■ △� 9.3 △� 5.7 □ △� 7.7 ■ △� 9.3 △�13.7 ■ △� 7.8 □

非 製 造 業 3.1 0.0 ■ △� 4.4 ■ △� 5.9 △�10.9 ■ △�10.0 □ △�12.9 △� 2.8 □ △�11.1 ■

建 設 業 − − − 9.1 0.0 ■ 0.0 − △� 4.6 7.1 □ △� 3.5 ■

卸 ・ 小 売 業 1.9 0.0 ■ △� 5.4 ■ △�11.1 △�14.5 ■ △�14.5 − △�16.6 0.0 □ △� 7.6 ■

運輸・サービス業 9.1 0.0 ■ 0.0 − △� 8.0 △�14.8 ■ △�11.1 □ △�12.0 △�18.5 ■ △�25.9 ■

注　製品・商品在庫ＢＳＩは在庫管理等がない企業は集計対象から除いている

図表８　製造費用・販管費、販売価格、仕入価格ＢＳＩ
（ポイント）

期

産業（業種）

製造費用・販管費ＢＳＩ「増加」－「減少」 販売価格ＢＳＩ「上昇」－「低下」 仕入価格ＢＳＩ「上昇」－「低下」

実　績 先行き 実　績 先行き 実　績 先行き

2023年
10〜12月期

24年
１〜３月期

24年
４〜６月期

2023年
10〜12月期

24年
１〜３月期

24年
４〜６月期

2023年
10〜12月期

24年
１〜３月期

24年
４〜６月期

全 産 業 27.7 27.2 ■ 31.5 □ 45.1 46.9 □ 40.8 ■ 76.8 71.0 ■ 61.7 ■

製 造 業 27.7 19.2 ■ 23.1 □ 44.5 38.5 ■ 36.5 ■ 79.6 65.4 ■ 63.5 ■

非 製 造 業 27.7 31.0 □ 35.4 □ 45.6 50.9 □ 42.8 ■ 75.2 73.6 ■ 60.9 ■

建 設 業 36.4 17.9 ■ 50.0 □ 22.7 46.4 □ 46.4 − 86.4 82.1 ■ 75.0 ■

卸 ・ 小 売 業 25.9 29.1 □ 27.3 ■ 55.6 52.7 ■ 41.8 ■ 75.9 72.7 ■ 56.4 ■

運輸・サービス業 24.0 48.2 □ 37.0 ■ 44.0 51.9 □ 40.7 ■ 64.0 66.7 □ 55.6 ■
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24年４～６月期の見通しはプラス40.8（同6.1ｐ低下）と上昇傾向に一服感がみられるものとなっ

ている。製造業はプラス36.5、非製造業もプラス42.8といずれもプラス幅が縮小する見通しである。

（６）仕入価格
24年１～３月期の仕入価格ＢＳＩはプラス71.0（同5.8ｐ低下）と前期を下回ったものの、依

然として高水準での推移が続いている。製造業はプラス65.4、非製造業もプラス73.6といずれ

も低下した。

24年４～６月期の見通しはプラス61.7（同9.3ｐ低下）と前期を下回る見通しである。製造業

はプラス63.5、非製造業もプラス60.9と引き続き高水準ながらも低下の動きが見込まれる。

５．経営上の問題点

現在の企業経営上の問題点については、「原材料・仕入価格の上昇」が61.1％と最も高い割合となり、

次いで「人件費の増加」が

48.1％、「従業員の確保難」が

43.8％などとなった（図表９）。
産業別にみると、製造業は

「原材料・仕入価格の上昇」が

71.2％と７割超を占め、次い

で「人件費の増加」が51.9％、

「原材料・人件費以外の経費

の増加」が48.1％と続き、い

ずれの項目も非製造業に比べ

て割合が高くなった。原材料

や光熱費に加え、円安の進行

や賃上げによる人件費の増加

などのコスト面が経営の下押

し圧力となっているとみられ

る。非製造業では「原材料・

仕入価格の上昇」が56.4％で

最も高く、次いで「従業員の

確保難」が47.3％、「人件費の

増加」が46.4％などとなった。

製造業に比べて「従業員の確

保難」や「競争の激化」に回

答が多く集まった。

図表９　経営上の問題点（複数回答）
0 20 40 60 80%10 30 50 70

人件費の増加

従業員の確保難

競争の激化

原材料費・人件費以外の
経費の増加

需要の停滞

設備の不足・老朽化

取引先・消費者などの
ニーズの変化への対応

原材料の不足・入手難

資金繰り難

事業資金の借入難

製品（加工）・請負・
販売単価の低下・上昇難

設備の過剰

取引条件の悪化

その他

原材料・仕入価格
の上昇

■ 全産業　　■ 製造業　　■ 非製造業

71.271.2
56.456.4

61.161.1

51.951.9
46.446.4

48.148.1

36.536.5
47.347.3

43.843.8

23.123.1
44.544.5

37.737.7

48.148.1
29.129.1

35.235.2

42.342.3
27.327.3

32.132.1

36.536.5
23.623.6

27.827.8

21.221.2
18.218.2

19.119.1

25.025.0
9.19.1

14.214.2

11.511.5
13.613.6

13.013.0

3.83.8
5.55.5

4.94.9

3.83.8
2.72.7

3.13.1

1.91.9
2.72.7

2.52.5

1.91.9
2.72.7

2.52.5

0.00.0
3.63.6

2.52.5
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６．賃上げの状況

連合が発表した2024年の春闘の回答集計結果（４月16日時点）によると、平均賃金方式で回

答を引き出した3,283組合（253万1,809人）の定期昇給相当込み賃上げ額は加重平均で15,787円（賃

上げ率5.20％）となり、長引く物価高や人手不足などを受けて賃上げ率は1991年以来の高水準

となっている。また、賃上げ分が明確に分かる2,587組合（233万2,544人）の定昇相当込み賃上

げ額は16,114円（賃上げ率5.25％）で、うち賃上げ分は10,827円（同3.57％）となった。こうし

たなか、当社では県内における賃上げの状況について調査を行った。

（１）賃上げの実施状況
2024年度に賃上げ（予定含む）を「実施する」と回答した県内企業の割合は前年（23年７月）

調査比9.2ｐ減の71.8％となった。また、「実施しない」は同0.2ｐ減の13.5％となり、「未定」が同9.3

ｐ増の14.7％となった（図表10）。比較可能な14年以降では、「実施する」が前年に次いで２番

目に高く、「実施しない」は最も低くなった。「実施する」は前年を下回ったものの７割以上を占

めており、物価の高騰や人手不足などを背景とした賃上げの動きが継続しているとみられる。

産業別にみると、製造業、非製造業とも「実施する」が７割を超え、「実施しない」と「未定」

が１割台となった。

図表10　賃上げの実施状況

2024年
（156）

23年
（168）

24年
（51）

23年
（57）

21年
（56）

21年
（114）

23年
（111）

24年
（105）

21年
（170）

20年
（174）

19年
（176）

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■ 実施する　　■ 実施しない　　■ 未定

41.841.8 27.127.1 31.231.2

20.137.937.9 42.042.0

19.343.843.8 36.936.9

12.384.284.2

51.851.8 17.917.9 30.430.4

36.836.8 31.631.6 31.631.6

79.379.3 14.414.4

72.472.4 13.313.3 14.314.3

6.36.3

3.53.5

13.770.670.6 15.715.7

81.081.0 13.713.7 5.45.4

71.871.8 13.513.5 14.714.7

図表11　賃上げ額の増減

2024年
（112）

23年
（136）

24年
（36）

23年
（48）

21年
（29）

21年
（42）

23年
（88）

24年
（76）

21年
（71）

20年
（66）

19年
（77）

全
産
業

製
造
業

非
製
造
業

0% 20% 40% 60% 80% 100%

■ 増加　　■ ほぼ同額　　■ 減少　　■ 前年未実施、未定

3.63.6

3.03.0

2.8

4.3

4.1

2.3
67.867.8 28.728.7 1.11.1

55.555.5 6.36.334.534.5

18.618.6 17.117.1 10.010.054.354.3

64.764.7 2.32.330.130.1

22.718.218.2 9.09.050.0

7.832.532.5 5.25.254.5

58.758.7 4.44.432.6

27.627.6 10.310.3 10.310.351.751.7

12.212.2 22.022.0 9.79.756.156.1

8.28.255.455.4 32.432.4

38.955.655.6 2.82.8

※図表10、11
注　１．2019～21、24年は４月調査、23年は７月調査

２．（　）内は回答企業数
３．四捨五入の関係で合計が100％にならない場合がある
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（２）賃上げ額の増減
賃上げを実施する企業における前年実績と比較した賃上げ額は「増加」が55.5％（前年調査

比9.2ｐ減）、「ほぼ同額」が34.5％（同4.4ｐ増）、「減少」が3.6％（同0.6ｐ増）となった（前ペー
ジ図表11）。「増加」の割合は前年を下回ったものの引き続き５割を超え、賃上げの動きは継

続しているとみられる。また、「減少」は前年調査からわずかに上昇したものの、引き続き低

水準となった。

産業別では、製造業は「増加」と「減少」の割合が低下し、「ほぼ同額」が前年を上回った。

非製造業は「増加」の割合が前年を下回り、「ほぼ同額」と「減少」が上昇した。

（３）実施、未実施の理由
賃上げを実施する理由は「従業員のモチベーション向上」が74.1％と最も高い割合となり、

次いで「物価の上昇」が50.0％、「優秀な従業員の確保」が34.8％などとなった（図表12）。「従

業員のモチベーション向上」は前年調査から24.1ｐの上昇と大幅に伸長したほか、「優秀な従業

員の確保」も上位となり、企業において人手不足が進む中、賃上げによって従業員の士気の向

上や人材の確保に繋げる意識が窺われる結果となった。また、今回調査から追加した「物価の

上昇」にも回答が集まり、インフレが継続するなか、賃金を引き上げる動きが強まっていると

言えよう。一方、実施しない理由は「業績が不振」と「景気の先行きが不透明」がいずれも

66.7％で最も高くなったほか、「現在の雇用を維持」が33.3％となった。「業績が不振」は前年

調査から14.5ｐ増と二桁台の上昇となり、景気や業況の動向が賃上げの足かせとなっていること

が窺われる（図表13）。また、「現在の雇用を維持」は原材料や光熱費などの上昇を背景に、雇

用を守るために賃上げを見送らざるを得ないといった状況を反映しているものとみられる。

（コンサルタント　菊池　祐美）

図表12　賃上げを実施する理由（全産業、複数回答）
（％・ポイント）

理　　　由 2021年
（71）

23年
（136）

24年
（112） 前回

調査比

従業員のモチベーション向上 59.2 50.0 74.1 24.1
物 価 の 上 昇 − − 50.0 −
優秀な従業員の確保 56.3 46.3 34.8 △� 11.5
業績に関わらず毎年実施 36.6 27.2 29.5 2.3
業 績 が 良 好 4.2 14.0 10.7 △� 3.3
景気回復への期待感 8.5 8.8 5.4 △� 3.4
そ の 他 4.2 15.4 6.3 △� 9.1

注　１．�21、24年は４月調査、23年は７月調査
２．（　）内は回答企業数
３．「従業員のモチベーション向上」は前回調査まで「従業

員のモラール向上」としていた
４．「物価の上昇」は今回調査から追加したため21、23年実

績はない

図表13　賃上げを実施しない理由（全産業、複数回答）
（％・ポイント）

理　　　由 2021年
（46）

23年
（23）

24年
（21） 前回

調査比

業 績 が 不 振 47.8 52.2 66.7 14.5
景気の先行きが不透明 54.3 65.2 66.7 1.5
現在の雇用を維持 45.7 26.1 33.3 7.2
原材料等のコストの上昇 6.5 17.4 19.0 1.6
設備投資等を優先 4.3 0.0 19.0 19.0
そ の 他 6.5 8.7 4.8 △� 3.9

注　１．21、24年は４月調査、23年は７月調査
２．（　）内は回答企業数
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泫　2004年１～３月期から24年１～３月期までの実績

泫　１．2004年１～３月期から24年１～３月期までの実績
２．製造費用・販管費ＢＳＩは同ＢＳＩを調査項目に含めた15年10～12月期からの実績

参考１　業況判断、雇用人員ＢＳＩの推移（全産業、現状判断）

泫　2004年４月調査から24年４月調査までの現状判断

参考２　売上高、経常利益ＢＳＩの推移（全産業、実績）

参考３　製造費用・販管費、販売価格、仕入価格ＢＳＩの推移（全産業、実績）

経常利益経常利益

売上高売上高

販売価格販売価格

仕入価格仕入価格 製造費用・販管費製造費用・販管費

雇用人員雇用人員

業況判断業況判断
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